
団体コード

団体名 決 算 額 構成比 構成比 構成比 充当一般財源等 経常経費充当

千円 ％ ％ ％ 千円一財等　　千円

10,200,544 千円 13,795,602 60.6 84.7 21.3 4,365,170 4,354,266 27.8  (29.1)

10,964,209 千円 422,018 1.8 2.8 13.8 2,731,416 2,724,816 17.4  (18.2)

14,469,155 118,859 0.5 0.8 19.9 1,760,896 1,745,737 11.2  (11.7)

70,503 0.3 0.5 0.0

63,279 0.3 0.4 0.0

1.054 772,168 3.4 5.2 7.0 1,565,976 1,565,976 10.0  (10.5)

 (1.075) 7.0 1,565,928 1,565,928 10.0  (10.5)

2.0 ％ 0.0 48 48 0.0  (0.0)

103.4 ％ 182,405 0.8 1.2 48.2 7,692,042 7,665,979 49.0  (51.2)

12.9 ％ 482,496 2.1 3.2 14.8 2,624,110 2,332,666 14.9  (15.6)

7.6 ％ 104,079 0.4 0.0 0.7 148,227 146,252 0.9  (1.0)

7.1 ％ 普 通 0.0 0.0 13.5 2,648,222 2,343,774 15.0  (15.7)

9.0 ％ 特 別 104,079 0.4 0.8 146,240

94.8 ％ 14,260 0.1 0.1 0.1 0.0  (0.0)

107.7 ％ 14.9 3,233,674 2,341,263 15.0  (15.6)

15,585,091 千円 16,025,669 70.3 98.9 14,829,934

13,739,062 千円 178,644 0.8 0.0 7.0 532,669
千円 437,415 1.9 1.1 0.2 34,104

200,886 0.9 0.0 7.0 532,669

4,339,205 千円 1,653,909 7.3 補 助 0.3 12,028

 (1,357,746) 2,334,978 10.3 単 独 4.2 362,722
千円 12,485 0.1 0.0 そ の 他 2.4 157,919

7,835 0.0
％ 60,350 0.3

281,387 1.2 100.0 17,025,184

833,263 千円 219,650 1.0 0.0

2,223 千円 1,338,900 5.9 歳入一般財源等総額

千円  (171,900) 0.8

 (500,000) 2.2

決算額 構成比 増減率 決算額 構成比

千円 ％ ％ 千円 ％

392 17.4.1 950,000 個人分 6,827,188 49.5 15.0 283,608 1.3

38 17.4.1 815,000 法人分 776,890 5.6 15.4 2,648,972 11.8

17.4.1 750,000 4,660,180 33.8 △ 0.9 8,272,318 36.8

17.4.1 750,000 29,813 0.2 2.4 2,363,562 10.5
議 長 8.12.1 575,000 377,405 2.7 1.9 144,328 0.7

392 副 議 長 8.12.1 515,000 46,944 0.2
議 員 8.12.1 490,000 99,340 0.4

3,009,419 13.4
職員数 15,451 世帯 1,124,126 8.2 △ 2.4 1,091,048 4.9

人 26,340 人 入 湯 税 2,928,505 13.0

860,894 9 4,343 人 事 業 所 税 0.0

304,674 2 16.5 ％ 都 市 計 画 税 1,124,126 8.2 △ 2.4 1,565,976 7.0

578,393 8 122,870 円

無 1,605,433 11 72,075 円 13,795,602 100.0 7.2

217,205 円 22,454,020 100.0

1,825,484 千円 現年課税分 滞納繰越分

3,767,973 千円 ％ ％

1,091,786 千円 98.6 20.9

 (98.6)  (20.9)

98.6 20.6

98.6 21.3

91.0 15.9

都計道3・4・10号線整備業務委託　33

中央線連続立体交差事業負担金　547

第六小学校用地買収　434

道路用地買収費（都計道3・4・10号線）　52

95.3
純 固 定 資 産 税第六小学校校舎耐震補強等工事　47

第二小学校校舎地震補強等工事　19

老人保健拠出金 市 税 合 計
（ 徴 収 猶 予 分 除 く ）

95.4

95.5

法
人

税
割 2,317

 (95.5)

72.6国民健康保険税（料）

下 水 道 事 業 20,185

合計

保険給付費 ％35,871 徴

収

率

区 分

市 民 税

被保険者１人当たり費用 納 税 義 務 者 数

道路新設改良工事　73

諸 支 出 金

前 年 度 繰 上 充 用 金

合 計 17,025,184平成１８年度大規模事業（単位：百万円）

被保険者１人当たり保険税調定額 合 計 12,085,071 57,694

212,042 １世帯当たり保険税調定額 旧 法 に よ る 税

公 債 費 1,565,976

災 害 復 旧 費

教 育 費 2,247,408

消 防 費 930,086普通会計からの
繰入金　　千円

国
保
事
業
会
計
の
状
況

加入世帯数 目 的 税

被保険者数　　　　　　Ａ

うち退職者被保険者等　　　Ｂ

退職者医療制度加入率　B/A×100

保険税（料）
個
　
人

均
等
割

公
営
事
業
の
状
況

事 業 名
法適用
の有無

実質収支額

千円

国 民 健 康 保 険 （ 事 業 勘 定 ) 91,109
老 人 保 健 医 療 73,938

介 護 保 険 （ 保 険 事 業 勘 定 )

54,663
議員数　（２４）人 法 定 外 普 通 税 土 木 費 2,464,847

特 別 土 地 保 有 税 商 工 費

124,700
合 計 146,777 374,431 鉱 産 税 農 林 水 産 業 費 44,908

市 町 村 た ば こ 税 378,900 労 働 費臨 時 職 員
議

会

4,953,959
消 防 職 員 教 育 長 軽 自 動 車 税 29,393 衛 生 費 1,984,461

固 定 資 産 税 4,466,548 民 生 費教 育 公 務 員 収 入 役

283,608
う ち 技 能 労 務 職 16,393 431,395 助 役 638,145 57,694 総 務 費 2,370,568

市
民

税
6,572,085 議 会 費一 般 職 員 146,777 374,431 市 長

基準税額×１００/７５ 超過課税分収入済額
区 分

充当一般財源等

千円 千円 千円
区 分

改 訂 実 施
年 月 日

１ 人 当 た り 平 均 給 料
（ 報 酬 ） 月 額 円

区 分区 分
職員数
Ａ　　人

４月分給料支払
総 額 B 千 円

１人 当 た り 支 給 月 額
B/ Ａ 円

一　般　職　員　　（１９．４．１現在）　　　　　　    特別職等（１９．４．１現在） 目 的 別 歳 出市　　　　　　　　　　　町　　　　　　　　　　　村　　　　　　　　　　　税

（うち減税補てん債） 17,323,272
（うち臨時財政対策債）

合　　計 22,752,108 100.0 14,965,394 100.0

22,454,020

積立基金取崩額

諸 収 入 5,564

実質債務残高比率
（Ｂ＋Ｃ）／Ａ 146.0

収益事業収入

地 方 債

 (99.1)
繰 入 金 失業対策事業費

土地開発基金現在高

繰 越 金 合 計

940,590

10.実質単年度収支　　Ｊ
     　（Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ） 45,333

財 産 収 入 546,869
寄 附 金 災害復旧事業費

74,856

158,206

　減税補てん及び臨時財政対
策債を経常一般財源等から除
いた経常収支比率

1,409 100,000

実質的将来財政負担額
 　Ｂ＋Ｃ－Ｄ 16,788,228

都 支 出 金

８．繰上償還額　　　　Ｈ

（うち財政調整基金）９．積立金取崩額　　  Ｉ

積立金現在高　　　　Ｄ

手 数 料

内

訳

国 庫 支 出 金

う ち 人 件 費 34,104
７．積立金　　　　　　　Ｇ 147,427 141,588 普通建設事業費 1,562,315

12,188 3,745 使 用 料 162,366

経常経費充当一財等計

６．単年度収支　　　　Ｆ
ア－イ

債務負担行為翌年度
以降支出予定額　　Ｃ 5,542,342

分 担 金 ・ 負 担 金 投 資 的 経 費 1,562,315

3,349,426
小 計 14,797,464 前年度繰上充用金

債務負担行為限度額

国 有 提 供 施 設 交 付 金 繰 出 金現債高倍率    B/A５．実質収支　　　　　　Ｅ
　　　　　（Ｃ－Ｄ）

ア イ

地方債現在高　　　 B293,575 281,387

180,445
交通安全対策特別交付金 14,260 投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金 29,700

起債制限比率

経常収支比率

積 立 金

公債費比率 160,931

３．歳入歳出差引額　　Ｃ
　　　　　（Ａ－Ｂ） 298,088 281,387

公債費負担比率

補 助 費 等 3,033,054

10,807,649

地 方 交 付 税 維 持 補 修 費

3,330,500実質公債費比率（3ヵ年平均） 地 方 特 例 交 付 金 482,496 物 件 費

経常一般財源比率 自 動 車 取 得 税 交 付 金 182,405 小 計

1,565,928
一時借入金利子 48

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 元 利 償 還 金

1,565,976
（参考）    　　　６５歳以上人口

面積 ８．１５k㎡
１９．３．３１　　　　　１２，８４６人 実質収支比率 特 別 地 方 消 費 税 交 付 金

財政力指数
（単年度）

地 方 消 費 税 交 付 金 公 債 費

株式等譲渡所得割交付金 63,279

対前年増減率　　　０.４％ 配 当 割 交 付 金 70,503

基準財政需要額 人 件 費
〈ごみ･し尿処理〉

  東京たま広域資源
　循環組合

  多摩川衛生組合

〈その他〉

  東京都市町村総合
　事務組合

  立川･昭島･国立
  聖苑組合

4,456,761標準財政規模 　　　Ａ 利 子 割 交 付 金

772,168

決算収支の状況（千円）

２．歳出総額　　　　　　Ｂ 22,454,020

4,784,912
増減率（17／12）年　　0.7％ 基準財政収入額 地 方 譲 与 税 422,018 う ち 職 員 給 3,104,907

21,880,326

22,161,713

４．翌年度へ繰り越すべき財源 Ｄ 4,513

１．歳入総額　　　　　　Ａ　 22,752,108

118,859 扶 助 費

区 分
経 常 一 般 財 源 等

地 方 税 12,671,476

平成１８年度
決算状況

平成１８年度 平成１７年度

国
調

17年　　　　  72,667人

過疎    広域行政圏
山村    首都
離島    近郊整備
不交付 既成市街地

住
民
基
本
台
帳

１９．３．３１　　　７２，２１５人

132152

人　　     　口 指定団体等の状況 事務の共同処理の状況 指 数 等

国立市 １ ８ 年 度 交 付 税 種 地 区 分 Ⅱ－９

市 町 村 類 型 Ⅱ－３ 歳 入 性 質 別 歳 出

経常収支比率

千円 千円 ％
区 分

決 算 額


